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企画課 協働支援事業

の推進

職員で構成する協働推進

委員会を中心に、市民と

の協働による取り組みを

推進するよう方針を定

め、具体的な事業を展開

する。

市民と行政の役割分

担を見直し、多様な

市民ニーズや地域個

別の課題に対応でき

るよう、協働型事業

を推進する。

実施（継続）中

―

〇行政課題として【地域の居場所づくり】【地域資源の発

掘・発信】をテーマに、市民団体から協働事業を募集し、

3事業を採択した（各20万円の補助）。

【地域の居場所づくり】として①特定非営利活動法人フー

ドバンク和歌山の「御坊こども食堂事業及び学習支援事

業」と②御坊市吹矢愛好会の「先ず健康！！そして生きが

いづくり」をそれぞれ実施した。

【地域資源の発掘・発信】として③塩屋文化協会の「熊野

古道　御坊市塩屋区内における歴史文化等活用事業」を実

施した。

―

〇消費者月間である５月に、県と御坊市消費者学習会と御

坊市商工振興課で協働し、消費生活に関する啓発活動とし

て啓発物品の配布を行った。(商工振興課）

―

〇介護予防、健康増進を目的に御坊市オリジナル体操「ス

テキ体操　ＧＯ！ＧＯ！ＧＯＢＯ」を制作した。次年度以

降、各種イベント等で普及啓発に努めていく。（介護福祉

課）

―

〇ボランティア団体の協力を得て、市立体育館周辺や勤労

青少年ホーム周辺の環境美化作業を定期的に実施した。

（生涯学習課）

実施（継続）中

実施状況・実績・課題等

１　市民と行政の協働によるまちづくりの推進                                                                  ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

取組状況

全庁 各種団体等と

の協働による

取り組みの推

進

高齢者の方、子育て支援

に関わる方、御坊市オリ

ジナル体操の制作等、各

種団体等と連携し、適切

な役割分担の基で取り組

みを行い、協働によるま

ちづくりを推進する。

安心して子を産み育

て年を重ねることが

できる地域づくりの

実現を目指す。

2

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標
効果額

（千円）
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実施状況・実績・課題等

１　市民と行政の協働によるまちづくりの推進                                                                  ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

取組状況

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標
効果額

（千円）

3

防災対策課 自主防災組織

の連携強化

各自主防災組織の連携を

強化し、自助、共助によ

る地域の防災力を強化す

る。

地域防災力を強化す

る。

実施（継続）中

―

〇塩屋・名田地区においてワークショップを各4回、避難

訓練を1回実施し、地域別避難マニュアルを策定した。

〇防災の出前講座を１６回実施した。

〇出張減災教室（家具固定・ガラスの飛散防止講座）を実

施した。(H29.5.21）

〇広報誌において、毎月啓発記事を掲載した。

〇平成２９年度和歌山県自主防災組織情報連絡会で情報交

流会を開催した。（H30.2.18）

4

社会福祉課 子育て世帯の

母親の交流拠

点の整備

安心して子供を産み育て

ることができるよう交流

拠点を整備し、母親への

支援体制を整備する。

安心して子育てがで

きる支援体制を整備

する。

検討中

―

〇商工振興課が、平成３０年度に御坊総合運動公園内に

交流拠点施設を整備する予定としている。

企画課

―

〇本市の魅力を官民協働で戦略的に発信し、地域の活性化

を目指す「ＧＯ！ＧＯＢＯプロジェクト」を平成29年度か

ら３ヶ年で実施し、平成29年度は事業の中で進める体験プ

ログラムの開発・プロモーションや交流拠点スペースの整

備に対して関係機関が連携して取り組むため「ＧＯ！ＧＯ

ＢＯプロジェクト協議会」を設置した。

商工振興課

―

〇８月にわがまち魅力再発見事業として、子どもを対象と

した寺内町散策を行った。語り部の方に寺内町を案内して

もらい、子どもたちに自分たちの住むまちの魅力に改めて

触れてもらう機会となった。

実施（継続）中

5

自然や歴史、伝統、産

業、寺内町、花など魅力

ある地域資源を市民の

方々と協働して、再発

掘、整理し、磨きをかけ

複数のオリジナルストー

リーをつくり、市内外に

情報発信することで、ふ

るさとに誇りと愛着を

持ってもらうとともに交

流人口の増加に取り組

む。

わがまち魅力

再発見事業の

推進

協働による地域資源

の活用と交流人口の

増加を目指す。

2



6

社会福祉課 病児病後児保

育の充実

保護者の子育てと就労の

両立を支援する病児病後

児保育について、周辺町

と連携して事業の実施に

努める。

子育て世帯の働きや

すい環境の実現を目

指す。

実施（継続）中

―

〇入院を必要としない程度の病状で、病気の急性期～回復

期にあたり家庭や集団生活での保育が困難な児童を一時的

に預かることで保護者の就労支援等を図った。

【平成２９年度利用実績】　６２５人

7

商工振興課 日高地域消費

生活相談窓口

の設置

日高管内の１市６町が連

携して消費生活に関する

相談窓口を設置し、効果

的な消費生活相談を行

う。

御坊日高地域におけ

る消費生活に関する

身近な相談窓口を共

同で設置することに

より、住民サービス

の向上を図る。

実施（継続）中

―

〇平成２９年７月に御坊市役所の１階に、日高地域消費者

相談窓口を開設し、消費生活に関する相談を行っている。

〇１市６町で連携し、由良町（第１・３火曜日）、美浜町

（第１・３水曜日）、みなべ町（第１・３金曜日）、日高

町（第２・４火曜日）、日高川町（第２・４水曜日）、印

南町（第２・４木曜日）と日程を決め、相談員を派遣し、

巡回相談窓口を設け、相談を行っている。

8

介護福祉課 認知症支援体

制の構築

介護関係者の専門職によ

る多職種連携による認知

症に関する研修会を開催

する。

介護関係者のスキル

アップを図り、専門

性を発揮すること

で、認知症の方を含

む高齢者に優しいま

ちづくりの実現を目

指す。

実施（継続）中

―

〇認知症地域支援推進人材チームづくり研修を全６回のプ

ログラムで実施した。地域づくりについてのグループワー

ク等を行い、多職種での連携を深めた。今後「本人視点」

を重視した取り組みのためのスキルアップが必要となって

いる。

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

２　多様な連携と交流によるまちづくりの推進                                                                  ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等
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平成２９年度第７次行財政改革実績報告

２　多様な連携と交流によるまちづくりの推進                                                                  ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

企画課

―

〇本市の魅力を官民協働で戦略的に発信し、地域の活性化

を目指す「ＧＯ！ＧＯＢＯプロジェクト」を平成29年度か

ら３ヶ年で実施し、平成29年度は事業の中で進める体験プ

ログラムの開発・プロモーションや交流拠点スペースの整

備に対して関係機関が連携して取り組むため「ＧＯ！ＧＯ

ＢＯプロジェクト協議会」を設置した。

商工振興課

―

〇８月にわがまち魅力再発見事業として、子どもを対象と

した寺内町散策を行った。語り部の方に寺内町を案内して

もらい、子どもたちに自分たちの住むまちの魅力に改めて

触れてもらう機会となった。

実施（継続）中

1-

5

わがまち魅力

再発見事業の

推進（再掲）

自然や歴史、伝統、産

業、寺内町、花など魅力

ある地域資源を市民の

方々と協働して、再発

掘、整理し、磨きをかけ

複数のオリジナルストー

リーをつくり、市内外に

情報発信することで、ふ

るさとに誇りと愛着を

持ってもらうとともに交

流人口の増加に取り組

む。

協働による地域資源

の活用と交流人口の

増加を目指す。

4



①　財政の健全化

　⑴　歳入の確保

9

企画課 企業誘致の推

進

地域経済の活性化や新た

な雇用の創出、税収の確

保等が期待できるため、

和歌山県と連携して企業

誘致に取り組む。

地域経済の活性化、

雇用の創出、税収の

確保を図る。

実施（継続）中

―

〇県と連携して誘致に努めているところである。御坊工業

団地においては、平成30年1月に残り1区画の約半分を進出

している企業に購入していただいた。

残りの約半分についても引き続きセールスを継続中であ

る。

10

企画課 日高港の利用

促進

和歌山県等関係機関と連

携して、貨物取扱量の増

加に向けたポートセール

スに努める。

日高港の利用促進を

図る。

実施（継続）中

―

〇日高港工業団地には、現在2社進出している。日高港の

取扱貨物としては、砂利、重油を中心に移入を行ってい

る。さらなる利用促進に向けて県及び商工会議所と連携し

てポートセールス等を実施している。

財政課 254 〇市庁舎の一部（壁）を広告設置スペースとして貸付ける

ことにより、市有財産の有効活用を図った。

【平成29年度実績】

広告付案内板設置使用料収入240,000円

電気使用料収入14,400円

企画課 (広報）

116

（HP)

　28

〇有料広告物の掲載により広報誌で116,000円、ホーム

ページにより28,000円の収入が得られた。(秘書室）

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

11

財源を確保する。広報ごぼう、ホームペー

ジ、市庁舎内の案内表示

板等を利用し、有料広告

物の利用を一層推進す

る。

有料広告掲載

の推進

実施（継続）中

5



①　財政の健全化

　⑴　歳入の確保

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

税務課

国保年金課

77,831 〇市税の滞納繰越額が平成２９年度末で、税務課39,825千

円、国保年金課145,676千円となり、昨年よりそれぞれ

33,180千円、22,797千円を減少することができた。

現年度分と滞納分合わせた徴収率もそれぞれ0.3％、1.7％

アップすることができた。。

〇市税滞納分の一部を和歌山地方税回収機構へ移管し、平

成29年度は21,854千円を収納した。

社会福祉課

―

〇保育料を口座より引き落としできなかった保護者に対し

て、コンビニ収納により保育料の納付を再依頼、現年度の

保育料の徴収率の向上を図った。

介護福祉課

―

〇コンビニ収納の導入により、保険料の納付方法の利便性

が向上したが、納付率の向上には直接影響しなかった。

市営住宅家

賃

（過年度分）

   約14,450

〇市営住宅家賃については、口座振替の推進を図るととも

に、滞納家賃への重点的な対応を行った。

住宅新築資

金等

   約12,480

〇住宅新築資金等については、和歌山県住宅新築資金等貸

付金回収管理組合との連携により、徴収率の向上に努め

た。なお、平成２９年度末で償還期間が終了し、今後は滞

納債権のみとなる。

12

実施（継続）中

住宅対策課

安定した財政基盤を

確保する。

　口座振替の推進、コン

ビニ収納により現年度分

の徴収率の向上を図ると

ともに滞納処分の強化に

より過年度分の税・料を

確保する。

　和歌山地方税回収機

構、和歌山県住宅新築資

金等貸付金回収管理組合

等との連携に努める。

滞納処分の強

化

6



①　財政の健全化

　⑴　歳入の確保

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

13

企画課 ふるさと応援

寄附金の積極

的な推進

インターネットによるふ

るさと応援寄附金（ふる

さと納税）を推進し、市

の魅力をPRするとともに

歳入の確保に取り組む。

地場産業等のPR及

び財源の確保を図

る。

実施（継続）中 49,785 〇平成28年度に引き続き、ポータルサイトを活用した地域

の魅力発信に努めた。市内事業者に対する返礼品の出品募

集を通年実施し、ポータルサイト立ち上げ時（平成28年12

月1日時点）には13事業者32品目であったが、平成30年3

月31日時点で25事業者177品目に増加した。

14

財政課 未利用地の活

用

利用目的のない未利用地

は、公募等による売却や

貸し付けを行う等、有効

活用を図る。

売払い収入、貸付収

入、固定資産税等自

主財源の確保と土地

の維持管理費の縮減

を図る。

実施（継続）中 19,849 〇未利用地の売却を行い、土地売払収入として平成29年度

は、19,849千円の実績があった。これまで未利用地の売却

を行ってきたところであるが、市中心部における住宅建設

等に適した土地が少ないのが現状である。

15

財政課 分担金及び負

担金の適正化

受益者負担の公平性を欠

くものがあれば、随時見

直しを行い、適正化を図

る。

負担額の基準の明確

化及び定期的な見直

しにより、負担の公

平性の確保、受益と

負担の適正化を図

る。

実施（継続）中

―

〇負担金の必然性や効果性を明確にし、団体等の活動、運

営状況、設立目的、活動の成果を客観的に検証していく必

要がある。
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①　財政の健全化

　⑴　歳入の確保

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

16

教育総務課 分担金及び負

担金の適正化

学校給食費について、負

担額の適正化を図る観点

から見直しを検討する。

安定した学校給食の

提供を図る。

検討中

―

〇本市では、物価の高騰や天候不順に伴う生鮮物の不作等

によりほとんどの食材価格が上昇する中、給食の質・量の

水準維持に努めつつ、平成２６年の消費税増税の際にも値

上げすることなく学校給食費を据え置いている。

しかし、今後も、現在の学校給食費を継続維持していくと

なると、国産品を基本とする食材の調達や地産地消の推進

など、安全安心でバランスのとれた魅力ある給食の提供が

困難となる。

また、食育の観点からも給食の一層の充実が望まれる現在

の状況を鑑み、今後、学校給食費の改定を行い、学校給食

法に基づく「受益者負担の原則」に則り、学校給食費の受

益者負担の適正化を図る必要がある。

17

財政課 使用料及び手

数料の見直し

管理運営経費の節減に努

め、受益者負担の適正化

の観点から使用料及び手

数料の見直しを行う。

社会経済情勢等から

料金設定や減免制度

等について、適正な

受益者負担の確保を

図る。

実施（継続）中

―

〇利用者の受益と負担のあり方や負担額の根拠等のルール

を明確にし、引き続き時代にそぐわない料金設定や減免制

度等について、適正な受益者負担のあり方を検討していく

必要がある。

8



①　財政の健全化

　⑵　歳出の抑制

18

財政課 委託料、負担

金、補助金の

見直し

　委託料については、内

容を十分精査するととも

に透明性の確保に努め

る。

　負担金は、必要性の低

いものについては、脱会

する。

　補助金については、交

付団体の財務状況や事業

実績を精査し、団体の自

立を促進するよう努め

る。

財政負担の軽減を図

る。

実施（継続）中

―

〇委託料については、これまで補助金的な性質の委託料に

ついて、見直しを行ってきたが、委託業務には専門的な内

容が多く、委託料の額を決定する際、業者からの見積もり

に頼っているケースが多く見受けられ、適正な価格設定に

なっているか判断できない状況が見受けられる。

〇負担金については、見直しに当たっては、本市と同じよ

うに会費等を負担する他の自治体等関係団体との調整を必

要とするが、支出根拠を再度精査するとともに、必要性、

有効性等を検証し、脱会、減額等について検討する。

〇補助金については、今後も補助金の必要性、決算の繰越

金の有無等を十分精査した上で補助金の適正な執行に努め

ていく必要がある。

19

財政課 投資的経費の

見直し

総合計画の実施計画に基

づき、計画的に実施する

継続事業、単独事業につ

いては、緊急性、必要性

を精査し、経費の削減を

行う。また、国の補正予

算等有利な財源措置の活

用が可能な場合は、事業

の実施を前倒しする等、

財政負担の軽減を図る。

事業の効率的な実

施、財政負担の軽減

を図る。

実施（継続）中 67,747 〇国の補正予算による有利な財源措置を活用し、実施予定

の事業を予定の前年度で実施した（10,470千円）。

〇単独事業について、緊急性、必要性等を精査し、一部事

業の見送りを行う（57,277千円）。

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

9



①　財政の健全化

　⑵　歳出の抑制

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

20

環境衛生課 光熱水費・燃

料費の節減

地球温暖化対策実行計画

に基づき、市庁舎内や出

先機関における始業前、

昼休みの消灯、職員のエ

レベーターの原則使用禁

止、ノー残業デイの奨

励、節水の徹底等、光熱

水費の節減を図るととも

に、ガソリン等燃料費、

コピー用紙の節減に努め

る。

温室効果ガス総排出

量を7％（平成２２

年度比）削減する。

実施（継続）中

―

○第2次地球温暖化対策実行計画の7年目となる平成29年度

は、クールビズや節電、燃料の削減など市役所全体で地球

温暖化対策に取り組んだが、電気使用量に係る温室効果ガ

ス総排出量を算定する排出係数を昨年度から改定したこと

に加え、前年度に比べ、夏季の気温が高かったことと冬季

の気温が低かったことが影響して冷暖房に電力を要したこ

と等により、平成22年度比で21.1％の増加となり、目標を

達成できなかった。

○計画当初と比較すると、軽油、灯油、プロパンガス、水

道などの使用量は大幅に削減できているが、 東日本大震災

等により電力を取り巻く状況が変わり、電気については基

準年度ベースでの削減が難しい状況となっている。少しで

も目標に近づけるよう、引き続き取り組んでいく。

10



①　財政の健全化

　⑵　歳出の抑制

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

以下①②の施設は、社会福祉法人に指定管理をしている。

（健康福祉課）

①御坊・日高障害者総合相談センター

　年齢や障害の種別にかかわらず、障害者が地域で安心し

て暮らせるよう総合的に支援を行う相談事業を御坊・日高

圏域（１市５町）で共同で行っており、その業務を社会福

祉法人に委託し効率的に運営している。

【相談延べ件数】

・日高圏域

　平日　6,674件

　夜間・祝日　3,082件

・御坊市

　平日　3,266件

　夜間・祝日　1,734件

②御坊・日高地域活動支援センター

　障害者が通いながらの日中の活動、作業、憩いの場とし

て管内自治体１市５町で共同して設置し、その運営を社会

福祉法人に委託している。

（利用延べ者数）

・日高圏域

　3,374人

・御坊市

　1,980人

住民サービスの水準の向

上、業務の効率化を図る

ため、引き続き民間の活

用を推進する。また、公

の施設については、指定

管理者制度の活用及び充

実を図る。

各事業の効率的な実

施、公共施設の効率

的な運営を図る。

―

実施（継続）中

21

全庁 民間委託の推

進

11



①　財政の健全化

　⑵　歳出の抑制

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

21

全庁 民間委託の推

進

住民サービスの水準の向

上、業務の効率化を図る

ため、引き続き民間の活

用を推進する。また、公

の施設については、指定

管理者制度の活用及び充

実を図る。

各事業の効率的な実

施、公共施設の効率

的な運営を図る。

実施（継続）中

―

〇御坊市民文化会館及び教育集会所（小松原西会館、財部

東会館、薗北会館）において、指定管理者制度を活用する

ことで事務の効率化やコストの削減を図るとともに地域

ニーズに即した効果的で効率的な運営に努めた。（生涯学

習課）

22

総務課 総人件費の抑

制

これまでに達成した職員

数削減の取組実績を踏ま

え、現行の職員数の維持

を基本とし、限られた職

員数で安定した行政サー

ビスの維持・向上に配慮

し、簡素で効率的な行政

運営に努める。また、

国・県の状況を勘案しな

がら、引き続き財政状況

に見合った給与水準を構

築する。

給与制度の見直し等

を実施し、給与の適

正化に努め、時間外

勤務手当の縮減等に

より総人件費を抑制

する。

実施（継続）中 9,303 〇振替休暇の取得について、以前から職場によって滞りが

常態化する傾向が続いているため、検討する必要がある。

12



①　財政の健全化

　⑶　企業会計の経営健全化

23

下水道課 下水道事業会

計の経営健全

化

下水道事業会計の経営改

革を進めるとともに、一

般会計からの繰り入れを

必要最小限に抑えるよう

努める。また、供用開始

区域の排水設備の速やか

な接続を推進するととも

に施設の維持管理費の縮

減に努める。

下水道事業会計の健

全化を図る。

実施（継続）中

―

○公共下水道事業については、供用開始戸数515戸のうち

接続戸数は141戸となっている。

○農業集落排水事業については、加入戸数925戸のうち接

続戸数は781戸となっている。また、引き続き維持管理費

の削減に努める。

24

水道事務所 水道事業会計

の経営健全化

口座振替の利用を推進す

る等、利用者へのサービ

ス向上に努めながらコス

ト削減を図り、水道事業

会計の健全経営に努め

る。

水道事業会計の健全

化を図る。

実施（継続）中

―

〇口座振替の利用を促進した。

　口座振替率　　H28　78.9％

　　　　　　　　H29　79.8％

〇コスト削減を図った。

　経常収支比率　H28　116.80％

　　　　　　　　H29　117.81％

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等
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②　効率的な行財政運営の推進

25

財政課 公共施設総合

管理計画の策

定

市が保有する公共施設等

の現況を把握し、人口動

態や今後の財政状況等を

踏まえ、総合的かつ中長

期的な視点からの有効活

用や適正配置、適切な維

持管理などを目的に公共

施設等の在り方に関する

基本方針・基本計画の作

成を行う。

適切な施設の管理を

実施する。

実施（継続）中

―

〇平成29年3月に基本計画となる公共施設総合管理計画を

策定した。今後は、本計画の目標や方針を実現するため

に、施設類計ごとに具体的な対応方針（建替え、更新時期

等）を定めた個別施設計画を策定し、公共施設ごとの現状

を把握するとともに、公共施設ごとに将来の在り方等を定

めることにより計画的に公共施設を見直していく。個別施

設計画は、平成30年度・31年度の2ヶ年で策定を予定して

いる。

26

財政課 新地方公会計

の整備

総務省が新たに公表した

統一的な基準（発生主

義・複式簿記の導入、固

定資産台帳の整備、団体

間での比較可能性の確

保）で貸借対照表、行政

コスト計算書、純資産変

動計算書、資金収支計算

書を作成し、わかりやす

く包括的な財政状況の公

表を行う。

総務省の新たな統一

的な基準に基づき財

務書類等を作成する

ことで、財政分析や

類似団体との比較を

し、適正な財政運営

を推進する。

実施（継続）中

―

〇平成30年3月に平成28年度決算に係る統一的な基準によ

る財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動

計算書、資金収支計算書）を作成した。今後は、財務情報

の分析や他団体との比較・検証を行うことで、財政状況や

課題を明らかにし、適正な財政運営を推進する。

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等
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②　効率的な行財政運営の推進

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

27

全庁 事務事業の見

直し

企画・計画（Plan）、実

施（Do）、点検・是正

（Check）、見直し

（Action）のサイクルを

定着させ、市が独自に実

施している事業や施策に

ついて精査を行い、縮

小、廃止を含め見直しを

行う。

事業や施策の目的・

必要性、効果等の見

直しを行い、財政負

担の軽減を図る。

実施（継続）中

―

〇地籍調査の平成29年度実績として、湯川町富安の一部

=0.54㎢、塩屋町北塩屋の一部=0.24㎢の数値情報化を実施

し、その成果を税務課に提供し、固定資産税の賦課事務で

利活用した。（農林水産課）

28

教育総務課 市立幼稚園の

効率的な運営

の検討

少子化の進展に伴う市立

幼稚園の定員割れの状況

や園舎の老朽化を踏ま

え、効率的な施設の運営

を検討する。

市立幼稚園の効率的

な運営を図る。

検討中

―

〇市立幼稚園の効率的な運営について検討を行っている

が、方針等の詳細は定まっておらず、引き続き検討してい

く。

29

都市建設課 計画手法の見

直し

橋梁長寿命化修繕計画に

基づき橋梁等の修繕等を

実施し、必要経費のコス

ト縮減を図る。また、道

路修繕等については、関

係部署と連携し、道路舗

装等、工事の重複を避け

る。

安全を確保し、計画

的・予防的に修繕を

行いコスト削減を図

る。

実施（継続）中

―

○市総合計画実施計画調書に橋梁長寿命化修繕事業を登載

し計画的に取り組むこととしており、平成３１年度から順

次実施する予定である。

○道路舗装修繕等を行う箇所と水道事務所が実施する配水

管敷設替工事等の施工箇所について、重複施工を回避する

ため協議により事前調整を図っている。

15



②　効率的な行財政運営の推進

平成２９年度第７次行財政改革実績報告

３　持続可能な行財政運営の推進                                                                                    ※着色項目は第７次行財政改革実施計画からの新規項目

担当課 取組項目 取組内容 効果・目標 取組状況
効果額

（千円）
実施状況・実績・課題等

30

全庁 電子申請によ

る手続きの検

討

マイナンバー制度の開始

や電子入札制度等、住民

又は事業者が行う電子申

請について、費用対効

果、事務の効率化を図る

ことが可能か検討する。

市民等の利便性の向

上を図る。

実施（継続）中

―

○子育て関連の申請について、平成29年10月からマイナ

ポータルを通じてオンラインで利用・手続きできる子育て

ワンストップサービスを開始した。（情報化推進室）

事務の効率化及び迅

速化を目指す。

31

実施（継続）中 〇事務効率化の観点から、消費税の申告を電子申請で行っ

ている。（下水道課）

〇和歌山地方法務局が推進している、オンライン

（LGWAN）を利用した嘱託登記申請について、事務効率

化の観点から、平成２７年度から参加し、活用している。

(都市建設課）―

全庁 市が行う電子

申請による手

続きの推進

市が行う各種申請事務に

ついて、電子申請の利用

を推進し、事務の効率化

を図る。

16



③　住民サービスの充実

32

社会福祉課 ファミリーサ

ポートセン

ターの開設

育児の援助を受けたい方

(依頼会員)と援助を行いた

い方(スタッフ会員)が会員

登録を行い、地域で助け

合う会員制度による事業

を開始し、安心して子育

てすることができる環境

を整備する。

安心して子育てがで

きる環境を整備す

る。

実施（継続）中

―

〇平成２９年度から本格的に育児援助を受けたい人（利用

会員）へのサポートを開始、ファミリーサポートセンタ

ー事業の拠点となる施設の整備及び子どもを預かる人

（スタッフ会員）の養成研修会（年２回）を開催するな

ど、子育てを地域で支え合い、安心して子育てができる

環境整備を図った。

　

【平成３０年３月末】　　利用会員 ７０人

　　　　　　　　　　スタッフ会員 ４０人

　　　　　　　　　　　　両方会員　 ９人

33

社会福祉課 学童保育所の

拡充

保護者の育児負担の軽

減、放課後の子どもの居

場所の確保のため、学童

保育所の対象学年を拡大

し、学校施設の空き教室

の活用を図る等、利用者

の利便性の向上とサービ

スの充実に努める。

安心して子育てがで

きる環境を整備す

る。

実施（継続）中

―

〇御坊子どもクラブの移設改修工事を実施、定員を９０名

に増員、また、受入学年を４年生までに拡充した。

保護者が就労等により昼間家庭にいない小学生（４年生ま

で）に対し、放課後や学校休業日に家庭に代わり保育（学

童保育）を実施し、保護者が安心して働けるように支援に

努めた。

【平成３０年３月末】　御坊　６３人

　　　　　　　　　　　藤田　２４人

　　　　　　　　　　　河南　２６人

　　　　　　　　　　　湯川　３５人
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1-

4

社会福祉課 子育て世帯の

母親の交流拠

点の整備（再

掲）

安心して子供を産み育て

ることができるよう交流

拠点を整備し、母親への

支援体制を整備する。

安心して子育てがで

きる支援体制を整備

する。

検討中

―

〇商工振興課が、平成３０年度に御坊総合運動公園内に

交流拠点施設を整備する予定としている。

2-

7

商工振興課 日高地域消費

生活相談窓口

の設置（再

掲）

日高管内の１市６町が連

携して消費生活に関する

相談窓口を設置し、効果

的な消費生活相談を行

う。

御坊日高地域におけ

る消費生活に関する

身近な相談窓口を共

同で設置することに

より、住民サービス

の向上を図る。

実施（継続）中

―

〇平成２９年７月に御坊市役所の１階に、日高地域消費者

相談窓口を開設し、消費生活に関する相談を行っている。

〇１市６町で連携し、由良町（第１・３火曜日）、美浜町

（第１・３水曜日）、みなべ町（第１・３金曜日）、日高

町（第２・４火曜日）、日高川町（第２・４水曜日）、印

南町（第２・４木曜日）と日程を決め、相談員を派遣し、

巡回相談窓口を設け、相談を行っている。
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④　職員の意識改革と組織力の強化

34

総務課 組織機構の見

直し

組織や事務分掌の調整を

行い、効率的・効果的な

行政運営を図るため、行

政組織の見直しを進め

る。また、役割や機能が

低下した組織は、統合・

廃止を行うとともに、新

たな行政課題などに対応

するための体制を整備す

る。

行政の果たすべき役

割や行政へのニーズ

に迅速かつ的確に対

応し、行政サービス

の向上につなげる。

実施（継続）中

―

〇健康福祉課への子育て世代包括支援センターの新たな設

置に伴い、健康増進係を母子保健係と健康増進係に分割

し、子育て世代包括支援センターと従来からの業務に柔軟

に対応できるよう体制の構築に努めた。

〇消防本部及び消防署において、消防防災及び救急業務の

高度化、複雑多様化する消防需要に迅速に対応することを

目的に、消防本部に警防課及び救急救助課を設置し、災害

対応力と事務執行体制の強化を図った。

35

総務課 人材の確保 職員採用試験において、

多様な人材を確保するた

めに人物面にも重視した

試験を実施する。また、

時代に即した専門性を有

する人材を積極的に確保

することに努める。

　非常勤職員について

は、待遇改善や計画的な

職員採用を実施すること

により、多方面な人材発

掘、確保につながる施策

に努める。

行政の果たすべき役

割や行政へのニーズ

に迅速かつ的確に対

応し、行政サービス

の向上につなげる。

実施（継続）中

―

〇非常勤職員における保育士及び幼稚園教諭の賃金につい

て、前歴加算としての勤務実績又は同等職の経験年数によ

る加算の上限を過去10年間から過去20年間に引き上げるこ

とで、待遇改善に努めた。
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36

総務課 職員研修の充

実

　集合研修については、

多様な内容を企画し実施

する。また、派遣研修に

ついては、職員の職階に

応じた研修や専門研修へ

の積極的な受講を促す。

　職場内研修について

は、職員が指導者となり

行政サービスを行う上で

必要な知識や技術等を他

の職員に対して提供する

よう努める。

　また、情報化関係及び

防災関係についての研修

も引き続き実施する。

実施（継続）中

―

〇集合研修については、全職員を対象とした認知症研修、

情報セキュリティ研修、人権研修及び個人情報保護制度研

修に加えて、新たに1～4級の職員を対象とした救急救命講

習、平成23年度以降採用された職員を対象とした起案文書

の書き方研修、新規採用職員を対象した災害対応訓練、寺

内町散策研修及び新規採用職員研修を実施した。また、1

級及び2級の職員を対象としたメンタルヘルス研修も実施

した。(人事係）

〇派遣研修については、例年の内容に加えて、勤続年数の

少ない職員に対してビジネス文書研修、係長級の女性職員

を対象とした女性のキャリアアップ研修、採用5年未満の

職員を対象とした県・市町村職員合同研修、人事評価補助

者研修及び人事評価評価者特別研修への派遣を行った。ま

た、防災関連として住家被害認定士養成研修及び被災宅地

危険度判定士養成講習への派遣も実施した。（人事係）

○7月～11月：eラーニングによる情報セキュリティ研修を

実施した。

平成29年度受講数　320人（445講座）

平成28年度受講数　292人（422講座）

平成27年度受講数　103人（243講座）

平成26年度受講数　  46人（125講座）（情報化推進室）

職員の能力向上、職

場全体のレベルアッ

プ及び能率の向上に

つなげる。
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37

総務課 人材育成の推

進

人事評価制度において、

職員が発揮した能力及び

達成した業績を適切に評

価するとともに、評価結

果に基づき、職員の特性

を踏まえた人材育成を行

う。また、公務に必要な

資格・免許の取得の奨励

及び助成等をし、人材育

成を推進する。

限られた職員数で継

続的に行政サービス

を提供していくた

め、職員一人ひとり

がその能力を発揮す

るとともに、組織全

体として公務能率を

向上し、効果的に職

員のレベルアップを

図る。

実施（継続）中

―

〇職員の資質、能力及び執務意欲の向上を図ることを目的

として、人事評価結果を平成２９年６月の勤勉手当から反

映することとした。

〇防火管理者などの資格取得助成や消防職員の救急救命関

係研修の受講料の助成を行った。
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